
昭
和
六
十
三
年
十
二
月
三
十
日

総
理
府
、
法
務
省
、
外
務
省
、
大
蔵
省
、
文
部
省
、
厚
生
省
、
農
林

水
産
省
、
通
商
産
業
省
、
運
輸
省
、
郵
政
省
、
労
働
省
、
建
設
省
、

自
治
省
告
示
第
二
号

○
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
第
二
十
三
条
の
三
第
二
項
に
規

定
す
る
主
務
官
庁
又
は
所
轄
庁
の
証
明
に
関
す
る
手
続
を
定

め
る
件

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
大
蔵
省
令
第
十
五
号
）
第
二
十
三
条
の

三
第
二
項
に
規
定
す
る
設
立
団
体
若
し
く
は
所
轄
庁
又
は
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
二
十
年
財
務
省
令
第
三
十
号
）
附
則
第
三
十
条
第
二

項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
同
令
に
よ
る
改
正
前
の
租

税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
第
二
十
三
条
の
三
第
四
項
に
規
定
す
る
主
務
官
庁
の
証
明
に

関
す
る
手
続
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

１ 

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
四
十
三
号
）
第
四
十
条
の
三

一
号
の
三
若
し
く
は
第
四
号
又
は
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令
（
平
成
二
十
年
政
令
第
百
六
十
一
号
）
附
則
第
五
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な

お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
同
令
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
施

行
令
（
以
下
「
旧
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
」
と
い
う
。
）
第
四
十
条
の
三
第
一
項
第

三
号
に
掲
げ
る
法
人
で
あ
る
こ
と
に
つ
き
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
第
二
十
三
条

の
三
第
二
項
に
規
定
す
る
設
立
団
体
若
し
く
は
所
轄
庁
又
は
租
税
特
別
措
置
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
二
十
年
財
務
省
令
第
三
十
号
）
附
則
第
三
十
条

第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
同
令
に
よ
る
改
正

前
の
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
第
二
十
三
条
の
三
第
四
項
に
規
定
す
る
主
務
官
庁

（
以
下
「
設
立
団
体
等
」
と
い
う
。
）
の
証
明
を
受
け
よ
う
と
す
る
法
人
は
、
別
記
様

式
一
に
よ
る
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
（
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
書

類
に
つ
い
て
は
、
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
と
す
る
業
務
に
係
る
事
項
を
他
の
業
務
に

係
る
事
項
と
区
分
し
て
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。
）
を
添
付
し
、
こ
れ
を
設
立
団
体
等

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
私
立
学
校
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二

百
七
十
号
）
第
三
条
に
規
定
す
る
学
校
法
人
で
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第

二
十
六
号
）
第
一
条
に
規
定
す
る
学
校
の
み
を
設
置
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
寄
附
行

為
の
み
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一

定
款
又
は
寄
附
行
為

二

申
請
の
日
を
含
む
事
業
年
度
の
事
業
計
画
書
及
び
収
支
予
算
書

三

申
請
の
日
を
含
む
事
業
年
度
開
始
の
日
の
財
産
目
録

四

申
請
の
日
を
含
む
事
業
年
度
開
始
の
日
前
一
年
以
内
に
開
始
す
る
事
業
年
度
の

事
業
報
告
書
及
び
収
支
決
算
書
（
収
支
決
算
書
が
な
い
場
合
は
、
収
支
予
算
書
）

五

そ
の
他
当
該
法
人
が
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
四
十
条
の
三
第
一
号
の
三
若

し
く
は
第
四
号
又
は
旧
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
四
十
条
の
三
第
一
項
第
三
号

に
掲
げ
る
法
人
に
該
当
す
る
旨
を
説
明
す
る
書
類

２ 

設
立
団
体
等
は
、
前
項
の
申
請
書
を
提
出
し
た
法
人
が
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令

第
四
十
条
の
三
第
一
号
の
三
若
し
く
は
第
四
号
又
は
旧
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第

四
十
条
の
三
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
法
人
で
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
別
記
様
式
二

に
よ
る
証
明
書
を
当
該
法
人
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

1



別記様式一

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

租税特別措置法施行令第 40 条の３第１号の３若しくは第４号又は旧租税特別措置法

施行令第 40 条の３第１項第３号に掲げる法人であることの証明申請書 

令和  年  月  日  

設立団体、所轄庁又は主務官庁 殿 

法人の主たる事 
務所の所在地

法 人 の 名 称

代表者の氏名

当法人は、租税特別措置法施行令第 40 条の３第 号又は旧租税特別措置法施行令第

40 条の３第１項第３号（ ）に掲げる法人であることの証明をお願いします。 
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別記様式二

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

番     号 

租税特別措置法施行令第 40 条の３第１号の３若しくは第４号又は旧租税特別措置法

施行令第 40 条の３第１項第３号に掲げる法人であることの証明書 

法人の主たる事務所の所在地 

法 人 の 名 称 

代表者の氏名 

法人の目的又はその設置する 
学校（専修学校及び各種学校 
を含む。）の名称 

旧租税特別措置法施行令第 40 条の３ 
第１項第３号の認定の年月日  令和  年  月  日 

上記の法人は、租税特別措置法施行令第 40 条の３第 号又は旧租税特別措置法施行

令第 40 条の３第１項第３号（ ）に掲げる法人であることを証明する。 

令和  年  月  日 

設立団体、所轄庁又は主務官庁 
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